
 

    地域おこし協力隊受入れ経費について 

 

令和４年３月 西区 河内まちづくりセンター 

 

１ 目 的 

  本市の中でも特に人口減少・少子高齢化の進行が顕著な河内・芳野地区において「地域おこ

し協力隊」を活用することにより、地域の課題解決や活性化を図り、当該地域の魅力を発信し

た移住・定住の促進に繋げていく。 

 

２ 概 要 

１）制度 

   本年度に創設された「地域おこし協力隊インターン」制度を活用 

２）配置隊員数 

  ２名の配置を予定（河内地区１名、芳野地区１名） 

３）配置期間 

  2ヶ月間の配置を予定 

４）活動内容 

   ・先行移住者及び地域との交流を通した移住・定住促進策の検討、提案 

  ・地域産品や観光資源の情報収集・発信、ＰＲ 

  ・空き家の調査、活用策の検討、提案                等の地域協力活動を想定 

５）予算措置 

   2,040千円 

 ６）今後の展開 

   〇インターン制度を活用することにより、地域の方々にとって、地域おこし協力隊、さらに 

は移住・定住の促進に対して考えるきっかけ作りの場とするとともに、意識の醸成を 

図っていく。 

   〇インターン制度の実施結果を踏まえた検証を行い、令和５年度においては、次のステッ

プとして「地域おこし協力隊」本体の活用を検討していく。  

 

 

 

 

 

補足 ④ 



【参考１】地域おこし協力隊制度について 

 

 

 

【参考２】地域おこし協力隊の隊員数等について 

 〇令和２年度の隊員数は全国で 5,560人(全国 1,065自治体) 

 〇指定都市では、これまで仙台市、新潟市、静岡市、浜松市、京都市、岡山市、広島市の７都市 

で活動実績あり。 

 〇令和 2年 3月現在で、隊員の約４割は女性、隊員の約７割が 20歳代、30歳代 

   任期終了後、約６割が同じ地域に居住しており、移住・定住の促進に繋がっている。 

 

 

【参考 3】地域おこし協力隊の事例 
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